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本日、本委員会は、議会及び知事に対して、職員の給与について勧告いたしま

した。 

 

人事院と共同で県内の民間企業における給与の実態を調査したところ、ベース

アップを実施した事業所の割合が昨年より増加するなど、民間給与が月例給及び

ボーナスともに職員給与を上回っていることが認められました。 

 

月例給は、全年齢層を対象に給料月額を引き上げるとともに、業務遂行におい

て重要な役割を担っている中堅層以上の職員については、昨年を上回る改定とし

ました。ボーナス（期末・勤勉手当）についても、0.05月分の引上げを行うこと

が適当であると判断しました。 

 

 報告では、若年労働者の減少により新たな人材の獲得が厳しい現状を鑑みる

と、職員の離職防止・定着が極めて重要な論点であることから、任命権者には、

能力と実績に見合った給与、仕事と生活の両立支援、長時間労働の是正、高齢層

職員の処遇改善など、人事行政上の諸課題に真摯に取り組むよう求めておりま

す。 

 

 職員の給与その他の勤務条件に関する勧告は、労働基本権制約の代償措置とし

て、地方公務員法の情勢適応の原則や均衡の原則に基づき行っているものであ

り、県民の理解と支持の下、職員の適正な処遇を確保し、本県行政運営の安定に

寄与するものであります。 

 

 議会及び知事におかれては、勧告制度の趣旨に深いご理解をいただき、この勧

告のとおりに実施されるよう要請いたします。 

 

 職員各位においては、能登半島地震や奥能登豪雨からの復旧・復興に向けた業

務に加え、頻発する自然災害への対応をはじめとする様々な行政課題に対して全

力で取り組んでいることに敬意を表します。全体の奉仕者として、高い倫理観の

保持と服務規律の遵守に努めつつ、職務に精励されることを要望します。 

 

 県民の皆様におかれましては、人事委員会が行う勧告の意義と内容についてご

理解いただきたいと思います。 


